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１ はじめに 

私たち、３人は、川崎市が行ってきた課長昇任選考（チャレンジコース）の最後となる

２０１３年度の試験に合格し、２０１４年４月から課長に昇格予定となっていた。試験を

受けていた段階から、合格すれば、係長から課長補佐を経ずに、いきなり管理職になると

いうことは理解していたが、どのような課の課長になるのか、仕事をうまく回すことはで

きるのか、部下のマネジメントはうまくできるのか、上司となる部長とはうまくできるの

かなど、大きな不安を抱えていた。 

こうした中、２０１４年３月下旬、私たち３人に、研修に参加せよとの通知が送られて

きた。４月からの仕事に不安を抱えている状況にあるにもかかわらず、なぜ研修に派遣さ

れるのかと正直疑問を抱かざるを得なかった。当然ながら、課長昇格で階層別研修も受け

なければいけないし、、、。愚痴ばかりが心にこみあげてくる。 

４月に入り、ようやく職員研修を所管する人材育成センターから具体的な話を聞くこと

ができた。２０１４年から川崎市としてはじめて早稲田大学マニフェスト研究所のマネジ

メント部会に職員を派遣するということで、チャレンジ試験に合格した３人が選ばれたと

いう。 

このような４月１７日に第１回目の会場がある東京八重洲に向かった。 

第１回目から、「研修」という「受け身」ではなく、「マネジメント部会」ということ

で、自分たちで考えてほしい、そして「立ち位置を変える」、「価値前提で考える」、「一

人称で捉え語る」というこれまで耳にしたことのない内容ばかりであった。 

ただ、ダイアログといった形式は、表現は違うものの、川崎市では、市民参加の場でワ

ークショップ等を通じて活用されているものであり、ほとんど異和感を感じることはなか

った。 

こうした部会で学んだことを踏まえ、これまでに試行してみた取組などを振り返るとと

もに、今後のさらなる実践についてまとめてみたものが本共同論文となっている。 

当初、なぜこのような部会に参加しなければいけないのかという視点から始まった３人

であったが、会を重ねるにつれ、その考え方に非常に共感を覚えるようになってきた。ま

た、市役所の改革全体を所管するメンバーもおり、各所属で改革に取り組むのみならず、

全体的な視点からの取組も進めてきた。 

今後は、部会での活動を点として捉えるのではなく、仕事を行っていく上で、活かして

いきたい。 
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２ 活動の概要・経過 

研究会は全５回行われ、うち２回は全国の７５自治体、２０９名が参加した。残り３回

は地区別に開催され、私たちは東京会場の研究会に参加した。研究会以外には夏にシンポ

ジウムが開催されるとともに、全国の自治体が参加した２泊３日の合宿が開かれた（川崎

市からのメンバーは自宅から参加）。 

川崎市から参加した３人は今年度に課長職に昇格したことから、それぞれの組織で試行

錯誤しながらも課長として組織を預かる身として、課長の職責や部下とのコミュニケーシ

ョン、または市政全体のことなどについて集まるたびに情報交換を重ね、本部会の主題で

ある人材マネジメントについて、実践的な議論を深めることができた。 

また、部会の課題を行うことを通じて、人材マネジメントについて所属組織の枠を超え

て、考えることができた。以下、各研究会での活動概要・経過について報告する。 

 
（１）第１回研究会 （４月１７日、１８日）  

全国からの参加者が一堂に会し部会が始まる。初回のため、全体で部会の狙いを共有す

るとともに、３５のグループに分かれて部会で重視しているダイアログを試行した。 

部会を開催している問題意識として、「問題発見・解決型」の人材育成への転換の急務

がある。行政組織は住民目線で一丸となって動く職員で構成された組織への変革が求めら

れており、そのため、組織長中心のチームが、対話を通じて現場を変えるような活力ある

組織を構築する必要がある。良きマネジメントを実践する組織長の存在とともに、各層の

職員（課長・係長・係員）がそれぞれの役割を同時に果たすことが必要である。 

この部会では、「立ち位置を変える」、「価値前提で考える」、「一人称で捉え語る」

ことを通じて、ドミナントロジックを転換し、「一歩前に踏み出す」ことに取り組むこと

を確認した。 

本部会を進める有力なツールとしてダイアログが紹介された。実際に、１グループ６名

程度に分かれて、「今、自分が感じている事」、「組織はどうすれば変えられるか」につ

いてダイアログ（対話）を行い、ダイアログとはいかなるものかを実感した。 

まだまだ不慣れであり、何かアウトプットを生み出すためにダイアログを行ったという

わけではないが、他都市からの参加者がどのような経緯で本部会に参加しているのか、ま

た組織の現状をどのように認識しているのかなどを情報共有することができた。 

 
（２）第２回研究会 （５月２１日） 

第２回研究会に向け、「所属組織の現状を把握し、整理すること」が課題として出され、

本市からの参加者もおのおのの立場で整理した。また、本市人材育成センターが実施して

いる人材育成の取組等に関する職員意識調査の結果を確認し、意識の向上は見られるもの



 

3 
 

の、計画に基づく取組が浸透しきれていない人材育成の現状を把握した。 

課題は、「今の組織はどのような実態があるのか」をまとめるとともに、そのような実

態が、「どのような経緯（歴史）で作られてきたのか」、さらに、「実態を説明・補強す

るデータの有無と活用の可能性」について整理することである。 

研究会では、各自が準備してきた課題を題材として、「価値前提で考える」、「ドミナ

ントロジックを知る」ことを目的に、東京会場に集まった関東甲信越地区の自治体が、グ

ループに分かれ、ダイアログを行った。 

ダイアログの結果をグループごとに発表したが、やはり現状を前提としたダイアログに

なりがちで、いかに「価値前提で考える」ことが難しいか、また現状という「ドミナント

ロジック」に縛られているかを実感することとなった。 

 
（３）第３回研究会 （７月９日） 

第３回研究会に向け、「組織変革を進めていくための複数のキーパーソンとダイアログ

すること」が課題として出された。本市からの参加者もおのおのが考えるキーパーソン３

名程度と職務を遂行する中でダイアログを行った。 

研究会では、各自が準備してきた課題を題材として、「気づきを共有する」ことを目的

に、東京会場に集まった関東甲信越地区の自治体がグループに分かれ、ダイアログを行っ

た。また、気づきを踏まえて、「やらされ感とは何か、どうすればやりたい感に変わるの

か」をテーマにグループごとにダイアログを行った。 

参加者は若い職員が多く、管理職からの仕事の指示の仕方によって「やらされ感」にな

ったり、「やりたい感」になったりする現状を聞き、様々な刺激をうけた。また、管理監

督者としての自分たちの仕事の仕方を振り返るとともに、どのように職務に取り組むべき

かを考える機会となった。 

 

（４）シンポジウム （８月１日） 

部会参加者だけではなく、組織人材マネジメントの観点で職責を担う経営層向けの啓発

的な情報提供を行うコンセプトで企画されたシンポジウムが開催された。若手中堅の参加

者が増えている部会において、経営層が提言をどう受け止め、自治体経営に活かしていく

べきか、何が幹部に求められるのかに焦点を当てた内容であり、経営層、管理層、担当層

がそれぞれの職責をやりきることで、組織の機能を回復する必要があると課題提起された。

この課題解決に向けては、真摯な話し合いの場とそれを活かす施策が必要と提案された。 

本市から参加している３人は課長という管理層に位置する中で、経営層と担当層をつな

ぐ役割の重要性について、再認識をした。また、社会から求められている価値を常に考え、

職員の間で共有していないと、増加を続ける業務を縮減することは不可能という提案に大

いに賛同した。 
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（５）夏期合宿 （８月２４日～２６日） 

夏期合宿から自治体別での取組となる。合宿では、自治体ごとに「所属組織のありたい

姿とはどのような状態か、その状態に向けて、何に着眼して取り組むことが必要か」、「取

り組む施策は何か」についてとりまとめ、発表を行った。 

私たちは、組織人材のありたい姿について、「１．トップ層は自治体の経営にコミット」、

「２．メリハリをつけた政策形成」、「３．組織力を発揮して職務を遂行」を掲げ、事業

所管局の権限強化などの施策が必要であると発表した。 

他自治体の発表などを聞いていると、自治体の規模によって、取り組むべき施策や施策

のアプローチが異なることを再確認した。規模が大きい本市において、ありたい姿に向か

うためには、１人１人の職員に働きかけるとともに、組織としてありたい姿に向かう仕掛

けを上手に設計しないと、オール川崎市としてありたい姿に向かえないのではないかと仮

説を設定することができた。 

また、幹事からは庁内手続きの簡素化に向けた改革は必要だろうが、改革がなぜ必要で

あるのか理解を得るための仕掛けをしないといけないのではないかとコメントがあり、次

回研究会での課題となった。 

 
（６）第４回研究会 （１０月１５日） 

夏期合宿での幹事からのコメントなどを踏まえて内容を修正し、あらためて自治体ごと

に「所属組織のありたい姿とはどのような状態か、その状態に向けて、何に着眼して取り

組むことが必要か」、「取り組む施策は何か」について発表を行った。 

ありたい姿に向けて、すでに着手しつつある取組として、幹部職員による会議改革（オ

ータムレビューをダイアログができる会議へ改革）を紹介した。また、改革が必要である

ための理解をえるために、意思決定コストの見える化を行っていることを発表した。 

さらに、１人１人の職員に働きかける取組として、組織目標設定への職員参加、人材バ

ンクの構築、所管部署での研修の充実を施策として提案した。 

私たち 3 人は課長という立場であり、管理監督者として経営層と担当層への働きかけが

できる。この立場を活かして、経営層だけでなく、担当層にも働きかける施策をいかに設

計するかが重要であると再確認した。 

 
（７）第５回研究会 （１月２９日、３０日） 

１年間の活動を総括し、社会変化に適応する組織がなぜ求められているかを再確認した。

組織を変える原動力は組織長、業務リーダー（係長）、担当員がそれぞれの役割を果たす

ことが求められており、課長として組織を管理監督する私たちは、社会価値変動を見極め、

業務の優先順位（追加、維持、縮小）を定めるという役割を果たさなければならないこと

を再認識した。 



 

5 
 

３ 見出した成果・変化 

 
「見出した成果・変化」として、私たちがこの１年間検討してきた内容を述べる。 

所属組織のありたい姿とはどのような状態か、これまでとは何がどう異なるのか、その

ギャップを埋め、組織をありたい状態へと変えていくために、今何に着眼して、どのよう

に取り組むべきかという「ありたい姿を目指した着眼点」を踏まえ、それを具現化するた

めの施策は何か、その施策を実施することでどんな変化や効果が期待できるのか、なぜそ

れが今まで実施できなかったのかという観点からの過去の取組や他の組織の事例などとの

違いを考えるという「施策と期待される変化・効果」について検討を行った。 

  
（１）川崎市の組織・人材の現状 

まずは、「ありたい姿」を検討する上で、現状を的確に把握する必要があり、私たちは

川崎市の職員として経験がある程度あることから、各々が今まで感じてきたことや、他団

体の人と話してきた中での本市の印象などを踏まえ、本市における「組織・人材の現状」

を考えた。 

① 政策形成過程の標準化 

本市には、政策調整会議という市長を含めた本市の政策を判断する場があり、それ以外

でも関係局を集めた庁内会議を開催するなどにより政策形成を進めているが、情報共有が

主目的となっており、担当業務との摺り合わせという状況となっている。情報共有は、当

然、組織として打ち出すものであることから、否定するものではないが、それが単なる手

続となっているものも多く、本質的な議論がなされていない感がある。 

② 職員が自分の目の前の仕事を重視 

トップ層との会議が多くなることで、資料作成、その後の調整に多くの時間が取られ、

必然的に関係者の数も多くなることから、その会議への準備だけでもかなりの時間を費や

す状況になっている。本来、施策を立案する係長クラスが、知識を学ぶ時間がなく、資料

の体裁や準備の事務に負担が掛っている現状が見受けられる。結果として、資料作成を「や

らされている感」が強く、さらには、現場主体の取組よりも、官房系組織からさまざまな

取組を「やらされている」という感が強くなる結果をもたらしていると考えられる。 

 
（２）今着眼して取り組むこと 

本市では、新たな総合計画の策定や行財政改革に関する計画の策定に取り組んでおり、

今までの慣習を見直すには絶好の機会であると考える。この機会に合わせて、現状を変え

る方策を検討した。 



 

6 
 

① 政策形成と情報共有の分別化 

政策形成と情報共有が混在しており、政策形成という名目の情報共有も見られることか

ら、きちんとした政策形成の場を確保していく必要があると考える。特に、議論がない報

告だけの会議から、ダイアログを中心に会議が進められるような環境づくりを行う必要が

ある。あわせて、ダイアログ形式の会議を通じ、「気づき」の機会が提供されることで、「や

らされ感」の大きい取組ではなく、「やりたい感」へと転換していくことも可能であると考

えられる。 

② 組織マネジメントの強化 

資源制約が厳しくなる中、管理職を中心として、本来行うべき業務に経営資源を集中で

きるとともに、効率的な政策の形成に資するように、組織のマネジメントを行っていく必

要がある。あわせて、組織力を強化し、管理職のみならず、係長、係員という職位に応じ

た役割を果たせるようにしていく必要があると考える。 

 
（３）組織・人材のありたい姿 

● 手続き重視から市民中心へ 

● 組織力を発揮して職務を遂行 

① より市民を中心に置いた政策推進体制の構築 

本市の傾向として、プロセスを経ることに重きをおくようになってきており、もっと市

民生活の向上につながる政策の検討に時間を費やす必要がある。 

② メリハリをつけた政策形成 

政策を適切な役割分担により形成することで、必要以上の業務がないことから効率的で

あるとともに、判断が早くなることで、市民にも速やかな対応ができることから効果的で

ある。 

 
（４）すでに着手しつつある取組 

こうした視点を踏まえ、今までの慣習を改めた見直しの事例を紹介する。 
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施策 誰が、いつ、どのようなことを進めていくのか 
⇒ この施策に込めた工夫はどのような点か 

期待される変化・ 
効果 

トップ層が経

営にコミットす

るきっかけ 
 
政策形成機

能の強化（手

続き重視から

内容重視へ） 

幹部職員による会議改革 ⇒オータムレビューの実質化 
昨年度の様子 
【局部長級の会議 多い時には計７０名】 
・総務、企画、財政を中心に３０名程度 
・事業局は多いところでは局長以下４０名 
【市長・副市長級の会議 多い時には計５０名】 
・市長、副市長とともに、総務、企画、財政の約３０名 
・事業局は多いところでは局長以下２０名が参加 
⇒実質的な議論はできず、最後の市長の一言で終わり 
１０月下旬から始まる会議 対話（ダイアログができる会議へ） 
【局部長級の会議】 
・総務、企画、財政を中心に３０名程度が参加 
・事業局は多いところでは局長以下４０名が参加 
【市長・副市長級の会議】 
・市長、副市長とともに、総務、企画、財政を中心に１３名 
・事業局は５名に限定 
⇒議論の実質化 

内容重視の 
政策形成 
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４ 次年度に向けた展望 

（１）自分たちの立ち位置の確認 

マネジメント部会での研究の内容は管理監督者層になる前に知っておいた方がよい事項

も多く、参加者もほとんどが主任、担当係長などが多い状況であった。 

こうした中、今回の部会の活動を通じて、自分たちよりも若い人たちが自分たちと同様

の立場にある管理職をキーパーソンと捉え、さまざまな意見を聞き、実際の取組につなげ

ていくことをしばしば耳にした。 

彼らとダイアログを重ねる中で、様々な刺激をうけるとともに、管理監督者としての自

分たちがどのように職務に取り組むべきかを考えていく必要性を痛感するような状況であ

った。 

 

（２）川崎市を取り巻く環境変化等 

ア 分権型社会に向けた建前と本音 

「立ち位置を変える」、「価値前提で考える」、「一人称で捉え語る」という取組を進

めていく前提として、行政を取り巻く大きな環境変化を捉えていく必要がある。特に、分

権改革の流れの中で、地方自治体には、地域の住民と向き合いながら、地域にあった行政

サービスを提供していくことが求められているとされる。 

一方、分権改革は、土光臨調とも言われた第 2 次臨時行政調査会、この調査会を引き継

いだ臨時行政改革推進審議会という国が行革を進める流れの中で取り上げられてきたこと

もあり、不幸にも行革と同じ流れで捉えられてきた。とりわけ、バブル経済崩壊後の失わ

れた 20年ともあいまって行革に重きが置かれてきた感も否めない。 

このため、建前としては分権型の行政サービス提供の必要性は理解しつつも、行革によ

る人員削減ともあいまって、本音としてはそれを受け入れることができない現場意識があ

る。実際、国のいうとおりにやっていたほうが、仕事としては効率的に進められる部分も

あり、分権型の行政サービスに転換していくには、大きな労力を要することにつながって

しまう。 

 

イ 高齢化の進展 

部会の中で、幸運にも「里山資本主義」で耳にしたことのある藻谷浩介氏を聞くことが

できた。講義の中では、人口問題に着目しながら、まちづくりをどのように進めていくか

といった視点での現実を突きつけられるような状況であった。その中では、都道府県デー

タを用いて説明をされていたが、それに政令市を加えたものが図表４－１である。具体的

には、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を用い、２０４０年と２０１０年の

人口構成の変化を示したものである。 
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これからは現在人口も増加しており、元気であるとされる川崎市では、生産年齢人口の

増加が見られるがゆえに、他の都道府県や政令市を超えて、２０４０年には高齢者が急激

に増加することがうかがわれる。つまり、川崎市は他都市と比べるとまだまだ人口が増加

しており、３０代から４０代の生産年齢人口の流入といった側面に注目が集まりがちであ

るが、それは逆の視点からみれば、高齢者予備軍が増加しているといった状況であること

が指摘できる。 

こうした中、組織を効率的・効果的にマネジメントしながら、市民とともに、地域づく

りに取り組んでいく必要がある。 

 

図表４－１ 都道府県・政令市の将来人口の推移 

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形
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茨城
栃木

群馬

埼玉
千葉県

東京

神奈川

新潟
富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都府
大阪府
兵庫

奈良

和歌山
鳥取

島根

岡山

広島県

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡県

佐賀

長崎
熊本
大分

宮崎

鹿児島

沖縄
札幌

仙台

千葉市
横浜

川崎

名古屋

京都市
大阪市

神戸

広島市

北九州

福岡市

-20.0%
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

-60.0% -50.0% -40.0% -30.0% -20.0% -10.0% 0.0%

生産年齢人口の増加率（２０４０－２０１０）

国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』
 

 

（３）取組の考え方 

このように川崎市を取り巻く環境変化は厳しいものとなっており、これまで進めてきた

民間活力の導入を主とした改革は一定の成果を挙げ、これ以上は難しい反面、市民ニーズ

や社会価値は多様化し、これに伴い行政需要は増加してきており、職員の負荷は大きく、

財政的な逼迫度は増してきている。 

こうした中、思い切った縮小化や効率化（「質的改革」）が求められるが、部会での議論

と並行して行ってきた全庁を挙げた取組が成果を上げるには程遠く、手詰まり感に直面し

ている。この理由として、取組が現状を踏まえた積上げに基づくフォアキャスティング型
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になっていることにある。図表４－２に示したように、あるべき姿を描いた上で、効率化

に取り組んでいく必要がある。 

 

図表４－２ あるべき姿のイメージ 

過去の状況

１００の仕事を

１００の人員で

行ってきた

あるべき姿

１００の仕事について

２０の委託を継続しな

がら、８０の人員で実

施

１００÷８０

民間の活用

民間の活用

現在の状況

１２０の仕事について

２０を委託し、１００の

仕事を８０の人員で

実施（監督なども含め）

１２０÷８０

＝１５０％

・思い切った縮小

・業務の効率化

時間軸

行
政
需
要
i
価
値
観
の
変
化
j

出典：部会資料を一部変更  
 

（４）具体的な取組 

ア 改革プランへの反映 

現在、川崎市では、平成２８年度からの市役所改革に係る計画の策定を進めている。こ

れまでの川崎市の改革では、非常に財政状況が厳しく財政再建団体転落が避けられない状

況であったことから、財政的な不足額をどのように削減するかという視点にたって、行財

政改革を所管する部局を中心とした「上からの改革」「やらされ感のある改革」となってい

た感も否めない。 

今後は、市民に近い現場を基点として、管理監督者層があるべき姿を描いた上で、「や

りたい感のある改革」「納得のある改革」となるよう取組を進めていく必要がある。 

このため、改革プランについては、各局区の主体的な取組を位置づけていく計画として

転換を図り、主体的な取組を促していく。 

 

イ 改革プラン策定過程における職員意識の醸成 

川崎市では、これまで上からの改革を進めてきたこともあり、自ら動くという意識に欠

ける部分もあることから、こうした意識を一朝一夕に変えていくことは難しい。特に、掛

け声だけで、職員一人ひとりが意識を持って改革に取り組んでいくよう促すことは容易で
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はない。 

このため、職員が受身から、主体的に考えていくように変えていく必要があり、階層別

研修において、ダイアログ等を活用した職員参加型のプログラムを試行する。あわせて、

プログラムの中で職員から出された意見を改革プランに反映させていく。 

部会の中で基礎資料として活用した人材育成センターの資料に加え、来年度から現業職

員を除く全職員を対象とした意識調査の実施により、主体的な取組の定着度の評価を行う。

そして、この評価を市役所の運営に活用していく。 

 

ウ 市民の納得感のある改革をめざす取組 

これまでの改革は、財政的な不足をいかに埋めていくかという視点から行われてきてお

り、縮小や効率化を行うサービスを盛り込んだ計画案ができた段階で、その案を提示し、

市民の理解を得るという感が強かった。 

先に示した高齢社会の到来の状況等を踏まえれば、現状のまま業務を継続するのは困難

であり、どのようなサービスを優先的に提供していくか、その反面、どのようなサービス

を効率化していくか市民とともに考えていく必要がある。 

このため、来年度に、ダイアログ形式の市民参加の場を設け、そこで取りまとめた意見

内容を市の行う改革に反映させていく取組を行う。 
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付記（研修に参加しての所感） 

 〇井田 淳（環境局地球環境推進室 担当課長） 

前年度末になって部会に参加することを伝えられ、何をするのかもよくわからない中での参加とな

ったが、１年間にわたり他自治体の若手職員などとダイアログをしたり、新任課長という同じ境遇の

本市派遣職員３人で意見交換したりと、貴重な機会を得ることができた。 

研究会の主テーマである人材マネジメントに何か正しいやり方があるわけではないが、ダイアログ

などコミュニケーションを取り、問題意識を共有しながら業務を遂行することが重要であることを再

確認することができた。今後も管理職としてこの成果を活かしていきたい。 

最後に、本研究会への参加にあたり、特段の配慮をいただいた職場の上司、同僚、部下に感謝申し

上げる。 

  

 〇鈴木 洋昌（総務局行財政改革室 担当課長） 

部会への参加は、講義主体の研修と異なり、積極的な参加が求められることに加え、事前に解答が

用意されているものではなく、ダイアログ（対話）という道具を使うことのみが示され、試行錯誤を

繰り返していくものであり、海図や羅針盤がないまま大海原に放り出されたような感じがした。 

こうした中で、川崎市の出身の３人とともに、部会で出会った多くの仲間が居たからこそ、課題を

分析し、方策を考え、取組を実践するというプロセスを多少なりとも試行できたと思う。 

部会を通じて得た思考（試行）プロセスを活用しながら、今後も改革に取り組んでいきたい。 

 

 〇久木田 直史（総合企画局臨海部国際戦略室 担当課長） 

 「人材育成マネジメント」という技術職である自分にとって、今まで縁の無い分野の部会であったが、

ダイアログやダイアログを円滑にさせるファシリテーターを経験したことで、様々な考え方・価値観が

あることが分かり、コミュニケーションの重要性を痛感させられた 1 年であった。 

また部会の中で、いかに自分自身が固定概念にとらわれていたかということも自覚させられ、これか

らは、「当たり前だと思っていたことが当たり前ではない」という感覚が重要であると感じた。 

今回の部会を受けて、川崎市から派遣された３人とともに、全国の仲間の力を借りながら、川崎市が

市民にとって本当に必要な行政となっていくよう、取り組んでいく所存です。 

 


